
意見書第 号 

 

不登校児童生徒の教育の機会の確保に向けたフリースクール等の 

在り方検討と経済的支援を求める意見書（案） 

 

 令和３年度の小中学校における不登校児童生徒数は、全国で約24万人、本県

内でも約３千人と過去最多となっている。 

 特に、新型コロナウイルス感染症の影響で不登校の児童生徒が増えているこ

とも指摘されており、喫緊の課題である。 

学校生活になじめない児童生徒にとって、多様な学習機会を提供する民間の

いわゆるフリースクール等が行う学習活動、教育相談、体験活動等の活動は、

社会的自立に向けた学びの場として重要な役割を果たしており、学校に行きづ

らい子どもたちのためのフリースクール等の在り方検討が必要である。 

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法

律の制定に当たり、衆議院文部科学委員会および参議院文教科学委員会におけ

る附帯決議で、経済的支援の在り方についての検討およびその結果に基づく必

要な財政上の措置を早急に講ずることが求められている。 

 平成27年に実施された文部科学省の調査によれば、フリースクール等の会費

（授業料）は、月額で平均約３万３千円であり、さらにフリースクール等が自

宅から離れている場合は、送迎代などの通所費用等の負担も必要となることか

ら、経済的な理由で参加を諦めざるを得ない児童生徒もいる。教育の機会を確

保する観点から、家庭の経済状況に関わらず、フリースクール等で学習するた

めの支援の充実が求められる。 

 よって、国会および政府におかれては、不登校児童生徒の多様な学習機会を

確保するための具体的対策として、フリースクール等の在り方検討とともに、

下記の事項に取り組まれるよう強く求める。 

 

記 

 

１ 附帯決議で求められた、不登校の児童生徒が、フリースクール等の学校以

外の場において行う多様な学習活動に対する負担の軽減のための経済的支援

の在り方に係る検討を早急に行うこと。 

 

２ フリースクール等の設立および運営に係る補助金等の経済的支援制度の確

立を図ること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

  令和４年 月 日 

 

滋賀県議会議長  岩  佐  弘  明   
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